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数を上回る数の地域住民の意識変化のきっかけにな

りえます。

　京都市の「こどもエコライフチャレンジ」をモデ

ルとして、これまでに、岡山県倉敷市などでも同様

の取り組みがされました。各地域で低炭素地域づく

りのための環境教育が広がっているのです。

おわりに
　環境教育は、対象となる層の環境行動を促すこと

で低炭素地域づくりに貢献しますが、それだけでは

ありません。様々な主体が協働で、地域の低炭素づ

くりに貢献できる仕組みを作り出す可能性をもって

います。そして、地域における、地域の人材を生か

した環境教育事業を継続的に実施することにより、

地域のパートナーシップを強化していくことにもつ

ながります。

　

参考文献

豊田陽介（2012）「第 II 部 2 章　京都市における「こ
どもエコライフチャレンジ」の取り組み」野田浩資

『ローカルガバナンスの形成過程　—多主体連携に
よる環境保全と地域経営—』科学研究費補助金基盤
研究（C）研究成果報告書（課題番号 21530541）.

田浦健朗（2011）「第11章　京都市―パートナーシッ
プで築く低炭素都市」和田武、新川達郎、田浦健朗、
豊田陽介、平岡俊一、伊与田昌慶『地域資源を活か
す温暖化対策　自立する地域をめざして』学芸出版
社 .

団体名 役割

京都市環境政策局地球温暖化対策室 事業の主催、京都市内部の調整、事業の問合せ窓口

京都市環境政策局循環企画課 環境共生推進委員の派遣、そのための調整

京都市教育委員会 学校への事業に関するアナウンスメントと調整

京エコロジーセンター ボランティア募集への協力

京のアジェンダ 21 フォーラム ボランティア募集への協力、他環境教育事業との調整

㈲ひのでやエコライフ研究所 冊子の発送、回収、入力、診断書の作成

気候ネットワーク
事業全体の企画・コーディネート、（学習会の実施、冊子の作成、
ボランティアの募集・運用、学校・他主体との連絡調整など）

表 2-3 こどもエコライフチャレンジプロジェクトチーム

写真 2-3 事前学習会の様子

図 2-8 振り返り学習会で配布するエコライフ診断書
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7. 低炭素地域づくりの人材・ネットワーク

はじめに
　低炭素地域づくりに取り組むには、これを進める

担い手の存在が不可欠です。低炭素地域づくりの担

い手は、世界・国・地域の動向を把握した上で自分

の地域でできることを考え、アイディアをもち、地

域の様々な人を巻き込み、温暖化対策と地域活性化

を結びつけて活動を進めることが期待されます。さ

らに、担い手の間で情報交換や学び合いのできる

ネットワークがあれば、活動がさらに効果的に続い

ていくことでしょう。

　担い手とネットワークを育てるには、多様な立場

の人が「参加したい」と思うような魅力的な場をつ

くることが大切です。

（1）人が集まり、学ぶことのできる場づくり
の意義
　人が集まり、学び、実践し、交流する場を継続的

に作ることで、次のような効果が期待できます。

・地域課題の解決のために行動する熱意をもった人

材と出会うことができる。

・地域の課題についての問題意識が共有され、同じ

思いをもった仲間がいることに気づくことができ

る。

・取り組みの成功事例や失敗事例から学んだり、勇

気づけられたり、良い動機づけの刺激となる。

・継続的な情報交換や活動をすることで、地域の人

材の間で相互に信頼感が醸成され、強いネット

ワークができる（活動をしていて壁にぶつかって

も、相談できる人がいる）。

（2）「自然エネルギー学校・京都」の取り組み

　「自然エネルギー学校・京都」は、自然エネルギー

普及の担い手とネットワークを育てるための連続講

座です（気候ネットワーク、環境市民、エコテック

が協働で企画運営）。1999年から毎年開校しており、

これまでの修了生は延べ 300 人にのぼります。全国

各地から講師を招き、自然エネルギーの最新動向や

先進事例について学びながら、自然エネルギー施設

の見学やワークショップを取り入れて参加者同士の

交流が深まるように工夫されています。

　自然エネルギー学校・京都の修了生の中には、自

宅に自然エネルギーを導入した人だけでなく、「自

然エネルギー学校・九州」など、各地で自前の自然

エネルギー学校を開校した人もいます。また、地域

で市民共同発電所のプロジェクトを展開している人

もいます。自然エネルギー学校・京都で学び、仲間

づくりをすることで、その後の活動につながってい

ます。

　講座では必要に応じて過去の自然エネルギー学校

の修了生に登場していただき、自然エネルギー学校

をきっかけに始めた取り組みについて紹介していた

だくことで、受講生が活動意欲を刺激されるよう工

夫をしています。さらに、「自分たちに何ができる

のか」を考える時間を積極的に作ることで、情報を

得るだけでなく、実践的な取り組みにつなげられる

よう、学びから実践への橋渡しをしています。この

ような工夫を随所に盛り込むことで、担い手やネッ

トワークをより効果的に育てることができるように

なります。

（3）低炭素型食の好循環づくりプロジェクト
　「低炭素型食の好循環づくりプロジェクト」は、

日本のフード・マイレージ＊ 1 が諸外国と比べても

大きいことを背景に、「食の地産地消」をテーマと

して 2010 年度より始まりました。農業・水産業と

いった生産段階から、流通・消費段階までを視野に

入れた循環型の取り組みです。だれにとっても身近

な「食」をキーワードに多様な立場の人々を結びつ

け、ネットワークを形成しています。プロジェクト

の推進母体である「きょうと風土（フード）コンソー

シアム」も、NPO、学校給食会、消費者団体、農協、

農業事業者、バイオ燃料事業者、自治体など多種多

様なメンバーから構成されています（表 2-4 参照）。

　このプロジェクトでは、京都産の食材について理

解を深める「食材勉強会」を開催しています。例え

ば、学校給食への京都産水産物導入について検討す

るため、学校給食の担い手である栄養教諭が京都の

漁業組合や水産加工場の現場を見学。実際に京都の

食材を調理して試食し、「京都府産」を給食に出す

Ⅱ低炭素地域づくり先進事例
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ための課題について意見交換しました。このように、

地産地消に関わることのできる様々な立場の人をつ

なげ、低炭素地域づくりのネットワークを広げるこ

とに成功している取り組みだといえます。

表 2-4 きょうと風土コンソーシアムの構成

おわりに
　低炭素地域づくりの担い手とネットワークを育て

る場を作るには、まずは単発のイベントを企画する

ことから始めてはいかがでしょうか。単発のイベン

トを地域の NPO や行政、事業者と協働で開催し、

そこで仲間を募り、集まってきた人に声をかけて、

また次のイベントや講座の企画運営につなげていき

ます。

　イベントを開催するにも、先立つものが必要です。

中長期的な視野から、人材育成のための資金を確保

することが大切です。地域によっては行政や財団等

が提供する活動助成金プログラムがあるので、こう

いったものを活用するのもよいでしょう。実践的な

活動助成を申請する場合にも、その一環として講座

の開催の費用を予め予算に組み込むこともできるか

もしれません。

　実践から学び（learning by doing）、実践からネッ

トワークを広げていくことが理想です。まず、でき

ることから実践を始めて、人が人を呼ぶ、循環型の

人づくり、ネットワークづくりにつなげていきま

しょう。

＊ 1　フード・マイレージとは、食料の輸送量と輸送距離を
かけたものです。一般に、フード・マイレージが少ない食べ
物ほど、それを運ぶために排出された二酸化炭素の量が少な
いと考えられます。

参考文献

和田武、新川達郎、田浦健朗、平岡俊一、豊田陽介、
伊与田昌慶（2011）『地域資源を活かす温暖化対策』
学芸出版社 .

写真 2-4 自然エネルギー学校・京都 2011 の様子

特定非営利活動法人エコネット丹後、京都グリー
ン購入ネットワーク、京都府学校給食会、特定非
営利活動法人コンシューマーズ京都、全国農業協
同組合連合会京都府本部、タケチャンファーム、
特定非営利活動法人丹後の自然を守る会、南丹市
エコタウン推進協議会、株式会社レボインターナ
ショナル、亀岡市、木津川市、京丹後市、南丹市、
宮津市、与謝野町、京都府、特定非営利活動法人
京都地球温暖化防止府民会議（京都府地球温暖化
防止活動推進センター）※
※は事務局
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はじめに
　地域の温暖化対策促進、低炭素地域づくりのため

に、いかに地域の資金を活用するかが重要な要素で

す。そのための仕組みづくりや組織・ネットワーク

づくりを進めていく必要があります。

　金融機関による環境配慮型商品、市民団体による

基金づくりなど、先進的な事例もあらわれています。

温暖化の原因や環境に悪影響を与える商品・サービ

スには金銭的な負担を増やし、温暖化防止・環境改

善の商品・サービスなどはメリットが増えるという

「グリーン経済化」が、地域で重要な課題となって

います。

（1）金融機関の取り組み
　金融機関による温暖化対策の支援制度として、中

小企業への省エネ設備に対する金利優遇制度などの

環境金融商品があります。最近は多くの金融機関で

環境金融商品が取り扱われていますが、滋賀銀行は、

環境経営と環境金融を同行の経営に取り込み、持続

可能な社会構築への貢献ということ高い評価を得て

います。

　「エコプラス定期」「エコ＆住宅耐震ローン」「カー

ボンニュートラルローン未来よし」「エコ・クリー

ン資金」「琵琶湖原則支援資金」と、多様な形での

環境配慮型商品があります。環境を重視した理念と

明確な経営方針に加えて、多様な商品が揃えられて

いる先進的な金融機関と言えるでしょう。

　金融機関と温暖化防止活動推進センターが連携し

ている事例もあります。静清信用金庫は、環境への

取り組みを進める際に「静岡県地球温暖化防止活動

推進センター」と相談を重ね、STOP 温暖化キャン

ペーンなどで連携した取り組みを展開しています。

その一環として、金利上乗せ・エコ関連商品懸賞付

定期預金「せいしん STOP 地球温暖化」の 0.01% を、

静岡県地球温暖化防止活動推進センターへ寄付をし

ています。この定期預金の販売総額は 854 億円で、

寄付総額は 861 万円となっています。その他の寄付

とあわせると、これまでに 2,288 万円の寄付実績が

あります。

　金融機関の取り組みを面的に広げている事例もあ

ります。「SAKAI エコ・ファイナンスサポーター倶

楽部」は、堺市の 22 の金融機関が連携し、「クール

シティ堺」の実現に向けて、3つのイノベーション（エ

ネルギー・モビリティ・ライフスタイル）を主要な

分野として、それぞれの環境配慮型金融商品を提供

しています。その中の、近畿大阪銀行による「エコ

住宅ローン」は、「エコ関連設備を備えている、大

阪府内産木材使用内訳書の交付を受けている」など

を条件に、金利が優遇される特色のある事例です。

（2）基金・ファンドの事例
　環境分野に限定されないのですが「公益財団法人

京都地域創造基金」は、地域の資金を地域で活用す

るという考えで設立された基金です。新たな公共の

担い手である NPO を支えるために、自治体や金融

機関とも連携して創設したものです。すでに 1 億 5

千万円弱の寄付があつまっています（2012 年 6 月

時点）。

　この基金が金融機関と連携して、NPO を支援し

ています。京都信用金庫の「京信・絆づくりサポー

トローン」は、基金の認定があれば、NPO は運転

資金や設備導入資金を通常よりも簡単に借りること

ができます。基金と地域金融機関の連携で NPO を

支援する制度と言えます。

　広く多数の人から資金を集める方法として、小規

模のファンド（投資）を集める仕組みもあります。

「ミュージックセキュリティーズ」は、音楽を自由

に楽しむことを目的として、ミュージシャンは、音

楽制作を進めやすくなり、音楽ファン（投資側）は、

自分の好きなミュージシャンを応援することがで

き、より音楽・エンターテイメントの活性化につな

げる小規模ファンドです。個人は応援したいアー

ティストのファンド（一口 5,000 円程度）を購入し、

CD の売り上げ数に応じた利率によって配当を得ま

す。いわばミュージシャンへの先行投資です。

　この仕組みが震災復興に活用されていて、被災し

た事業者の早期再建を支援するための資金調達の仕

組みとなっています。被災した事業者の再建資金を

8. 地域・市民のための資金・基金・金融
Ⅱ低炭素地域づくり先進事例
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このファンドで調達し、営業が可能になれば、自社

の特産物を投資家特典として送ることもあります。

小口投資は、投資配当や特典を得ながら、震災被害

者を応援することができます。

　2013 年 2 月には、地域の市民共同発電所を進め

るためのファンドが開始されています。同社のホー

ムページには、「セキュリテエナジー」というペー

ジが開設され、「しずおか未来エネルギー太陽の力

ファンド」と「まちの太陽光発電所ファンド京都

2013」に市民が小額から投資をして、再生可能エネ

ルギー事業を応援する仕組みです。どちらの事業も

行政・非営利組織が連携している地域密着型の事業

で、地域の資源を活かして、地域に貢献する新しい

資金の流れをつくる試みです。

　NPO は社会貢献するための組織であることは一

般的に知られていますが、有限会社や株式会社でも

社会貢献を目的とすることが始まりつつあります。

英国では、利益や資産を社会のために使う「コミュ

ニティ・インタレスト・カンパニー（CIC）」という

制度があり、多様な公益の担い手の一つとなってい

ます。このような組織をつくっていくことも地域の

資金を低炭素地域づくりに使用していくことにつな

がります。

（3）クレジットの活用
　環境価値、CO2 削減分をクレジット化し、このク

レジットの販売による資金が省エネや再生可能エ

ネルギー、森林保全に活用される仕組みがありま

す。国際的な仕組みとしてクリーン開発メカニズム

（CDM）がありますが、国内でも「国内クレジット」

「J-VER」という全国的な制度、さらには自治体単位

での制度もあります。基本的には、購入側は、対

策を行った後にどうしても排出してしまう量をクレ

ジットによってまかなうことで、大幅な削減、ある

いは排出量ゼロを目指すことになります。販売側は、

クレジットによる収入があることで、本来ならば実

施できなかった対策が可能になり、対策が促進され

ることになります。

　2013 年 4 月からは、国内クレジットと J-VER 制 

度が統合され、新クレジット制度になります。両制

度の長所を活かして相互補完する形になり、2020

年まで継続される予定です。地域資源を活かした地

域の取り組みを推進することと地域の活性化につ

ながる制度とすることを目指しています。国全体の

制度と連動している例として、京都府による「京

-VER」制度があります（図 2-9）。これは、中小企業

の対策を促進するための削減クレジットを活用する

制度です。

　京都市による、中小企業やコミュニティー（家庭）

の対策を進める「DO YOU KYOTO」クレジットも創

設されています。これは中小企業の対策で削減され

た CO2、あるいは家庭が集まって取り組んだ結果で

削減された CO2 を独自に「DO YOU KYOTO」クレジッ

トとして認証し、京都市が 0.1 トン単位で認証・購

入し、そのクレジットは、スポーツ試合や大規模事

業所などが購入する制度です。これらの制度は一定

の成果をあげていますが、十分に活用されていない

という課題もあります。また、削減クレジットの厳

格な認定の仕組みや参加への支援・サポート体制も

必要です。

おわりに
　地域における資金の循環は低炭素の地域づくりに

欠かせないものです。資金や金融の地域循環の流れ

をつくるというと、ハードルが高いと感じられるか

もしれませんが、ここで紹介した事例への参加・取

り組みの方法として、次のようなことが考えられま

す。

① 環境配慮型の商品・金融機関を積極的に利用す

る。

② NPOなどの新しい基金やファンドに寄付・出資する。

③ 温暖化防止活動のクレジット化に取り組み、ク

レジットを利用する。

　中小事業者やオフィスでの CO2 削減活動の活性化

や省エネ設備・再生可能エネルギーの導入によるメ

リットや利益を、さらに対策を加速させる好循環を

つくっていくことで、持続可能で低炭素な地域づく

りが可能となります。上記の事例を参考にして、そ
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のきっかけづくりに取り組んでみませんか。

参考ホームページ

滋賀銀行：http://www.shigagin.com/

京都地域創造基金：http://www.plus-social.com/

ミュージックセキュリティーズ：http://www.
musicsecurities.com/

静岡県地球温暖化防止活動推進センター：http://
sccca.net/	

静清信用金庫：http://www.seishin-shinkin.co.jp/

SAKAI エコ・ファイナンスサポーター倶楽部：
http://sakai-eco-fsclub.jp/

京都府「京 -VER 創出促進事業」ホームページ：http://

www.pref.kyoto.jp/tikyu/1335145682068.html

図 2-9 京 -VER 制度
出典：京都府京 -VER 創出促進事業補助金ホームページ掲載資料より抜粋
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　気候ネットワークには、長年にわたって地球温暖

化対策の調査・研究に取り組み、実践経験のある専

門家がいます。次のとおり低炭素地域づくりを進め

るための様々なお手伝いをしています。関心のある

方は気候ネットワーク京都事務所まで、お気軽にお

問い合わせください。

新しいモデルづくり
　気候ネットワークでは様々な分野の専門家と協働

して、地域の温暖化対策モデルづくりを行っていま

す。例えば地域単位での再生可能エネルギー導入や

省エネ推進のために、地域の特性を活かした新しい

仕組みやビジネスモデルづくりに取り組みたい方

は、一度気候ネットワークまでご相談ください。

低炭素地域づくり戦略会議のコーディネート
　低炭素地域づくり戦略会議を、地域の方との協働

で運営します。

　情報提供やパートナーシップを深めるようなワー

クショップ形式の会議進行等を通じて、地域活性化

と温暖化対策の両立に向けた地域の取り組みを支援

します。

地球温暖化対策に関する情報提供・講師派遣
　地球温暖化対策全般、自然エネルギー・省エネル

ギー、脱原発、温暖化防止の国際交渉（京都議定書

等）等について、国内外の先進事例を含め、情報提

供だけでなく、国や東京都、京都市など自治体の審

議会や委員会、市民会議などに講師派遣もします。

地球温暖化対策条例や実行計画（区域施策編）
の策定支援
　温暖化対策条例、実行計画（区域施策編）、環境

基本計画などの自治体温暖化対策についてコンサル

ティング、情報提供や政策提案を行います。15 年

にわたって温暖化問題に取組んできた経験を活か

し、市民協働、地域資源の活用を重視した提案を行

います。

　気候ネットワークのコンサルティングの実績（一

部）は次の通りです。

・京都府城陽市（環境基本条例・環境基本計画）

・京都府八幡市（地域省エネルギービジョン※、地

域協議会コーディネート）

・滋賀県高島市（環境基本条例・環境基本計画※）

・大阪府枚方市（地球温暖化対策地域モデル計画※）

・京都府大山崎町（地球温暖化防止実行計画）

・京都府京丹波町（地球温暖化防止実行計画）

・大阪府八尾市（地球温暖化対策実行計画、中期目

標達成計画、市民会議コーディネート）

（※環境自治体会議・環境政策研究所との共同事業

として実施）

自然エネルギー学校の企画運営支援
　「自然エネルギー学校」は、自然エネルギー普及の

担い手を育て、ネットワークをつくるための市民向け

連続講座です。1999 年から毎年京都で「自然エネル

ギー学校・京都」を企画・運営してきた経験を活か

し、各地での自然エネルギー学校の企画運営を支援

します。

市民共同発電所プロジェクトへの助言
　近年ますます注目されている市民共同発電所のプ

ロジェクトを進めるための助言を、自然エネルギー

普及の調査・研究と実践を重ねてきた専門家が行い

ます。

温暖化防止教育の企画運営支援
　京都市内のすべての公立小学校（2012 年度は

170 校）で環境学習事業「こどもエコライフチャレ

ンジ」を展開してきた実績から、各地で温暖化防止

教育を企画運営する際の助言や支援を行います。

　温暖化防止教育プログラム「プロジェクト・クラ

イメート」の研修実施やアクティビティ集の配布を

通じて、体験型で楽しい教育ツールを提供します。

Ⅲ気候ネットワークがお手伝いできること
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　低炭素地域づくりを進めるにあたって参考になる

資料（書籍・ウェブサイト）を紹介します。

地球温暖化問題について知りたい
【書籍】気候ネットワーク編『新版　よくわかる地

球温暖化問題』、2009 年、中央法規出版。

　地球温暖化問題の科学的知見、国際動向、国や地

域レベルの対策についてまとめたものです。

地域の先進事例について知りたい・考えたい
【書籍】和田武、新川達郎、田浦健朗、平岡俊一、

豊田陽介、伊与田昌慶『地域資源を活かす温暖化対

策　自立する地域をめざして』、2011 年、学芸出版

社。

　地域資源を活用して地域循環型の取り組みを進

め、地域が自立するために必要な政策、産業、自然

エネルギー、人材等の先進事例を紹介・分析してい

ます。

地域・自治体の温暖化対策の状況について把
握したい

【ウェブ】イクレイ日本　温暖化対策データベース

http://registry-japan.org/database/users/search/

　各自治体の温暖化対策の目標・計画・事業内容が

データベース化してあり、気になるキーワードや任

意の条件（自治体の規模等）を入力して検索するこ

とができます。

【ウェブ】環境省　地球温暖化対策地方公共団体実

行計画（区域施策編）策定状況

http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/

sakutei.html

　実行計画（区域施策編）の策定状況がまとめられ

ています。策定済の自治体については、それぞれの

実行計画（区域施策編）のウェブページへのリンク

があるため、他自治体の計画内容を調べるには便利

なサイトです。

地域の温室効果ガス排出量のデータについて
把握したい

【ウェブ】環境省　部門別 CO2 排出量の現況推計

http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/

tools.html#title_5

　全国の全市町村の部門ごとの CO2 排出量の推計

値が Excel にまとめられています（現在 1990 年、

2007 年～ 2009 年のデータがあります）。これを使

えば、計算等の作業をしなくても、自分の地域の温

室効果ガス排出量全体や部門ごとの割合などを把握

することができます。

【書籍】環境自治体会議／環境自治体会議環境政策

研究所『環境自治体白書』、生活社、2005 年より毎

年発行。

　自治体環境政策（温暖化分野を含む）の最新動向

や、全国市区町村の CO2 排出量推計、市区町村別再

生可能エネルギー導入ポテンシャルのデータ等が掲

載されています。自治体の環境政策を調査研究する

NPO が毎年発表しています。

【ウェブ】環境省　地球温暖化対策地方公共団体実

行計画（区域施策編）策定支援サイト

一定規模以上の自治体向け

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/sakutei_

manual/manual0906.html

○特例市未満の小規模自治体向け

http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/

tools.html

　地域の温室効果ガス排出量を推計する方法がまと

めてあります。

Ⅳ参考資料集
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地域の再生可能エネルギーのポテンシャルに
ついて知りたい

【ウェブ】環境省　再生可能エネルギー導入ポテン

シャルマップ・ゾーニング基礎情報（平成 23 年度

版）。

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/rep/

　日本各地の再生可能エネルギーの賦存量、導入可

能性を地図上で表したものです。太陽光発電（非住

宅用）、風力発電、中小水力発電、地熱発電（温泉

発電を含む。）及び個別建築物等に着目した太陽光

発電（住宅用を含む）のデータが整理されています。

　自分の住んでいる地域を選ぶと、任意の自然エネ

ルギーがどれくらいのポテンシャルを持っているの

かをおおよそ把握することができます（実際に設置

をするためには詳細な現地調査が必要）。

【ウェブ】NEDO　局所風況マップ

http://app8.infoc.nedo.go.jp/nedo/index.html

　5km メッシュで、日本の各地の風況（年平均風速）

の地図を把握することができます。

【書籍】環境エネルギー政策研究所（ISEP）編『自

然エネルギー白書 2012』、2012 年、七つ森書館。

　自然エネルギーの海外動向や国内動向について、

豊富なデータが整理されています。日本の地域別自

然エネルギー導入状況と導入可能性についても書か

れており、地域レベルの自然エネルギーの取り組み

を考える上で参考になります。

エネルギー政策について知りたい・考えたい

【書籍】上園昌武編『先進例から学ぶ再生可能エネ

ルギーの普及政策』、2013 年、本の泉社。

　グリーン・エコノミーの構築に向けて、再生可能

エネルギー普及の海外先進事例、日本国内での普及

方策について最新情報をまとめてあります。地域活

性化や地域の社会問題の解決と結びついた取り組み

事例は参考になります。

【書籍】千葉恒久『再生可能エネルギーが社会を変

える　市民が起こしたドイツのエネルギー革命』、

2013 年、現代人文社

　ドイツのエネルギー革命について、市民と自治体

がエネルギー政策を変えていった経緯、事例が紹介

されています。その「奇跡的」なプロセスは「無数

の名もなき市民の変革の芽を守り育てることで実現

してきた」と感じさせられます。

【書籍】平田仁子（気候ネットワーク）編『原発も

温暖化もない未来を創る』、2012 年、コモンズ。

　日本のエネルギー政策について市民団体による調

査・研究の成果を紹介し、データに基づいた提案を

行なっています。省エネや再生可能エネルギーのメ

リット、経済効果を全体としてとらえれば、エネル

ギー転換を進める方が合理的と指摘しています。
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気候ネットワークとは
　気候ネットワークは、地球温暖化防止のために市

民の立場から「提案×行動」する NGO/NPO です。

温暖化防止京都会議（COP3）を成功させるために

活動した「気候フォーラム」の趣旨・活動を受け継

いで、1998 年 4 月に設立され、1999 年 11 月に特

定非営利活動法人として認証されました。

　気候ネットワークは、ひとりひとりの行動だけで

なく、産業・経済、エネルギー、暮らし、地域等を

ふくめて社会全体を大きく「変える」ために、地球

温暖化防止に関わる専門的な政策提言、情報発信と

あわせて地域単位での地球温暖化対策モデルづく

り、人材の養成・教育等に取り組んでいます。

　また、わたしたちは、地球温暖化防止のために活

動する全国の市民・環境 NGO/NPO のネットワーク

として、多くの組織・セクターと交流・連携しなが

ら活動を続けています。

私たちは目指します！
「人類の生存を脅かす気候変動を防ぎ、持続可
能な地球社会を実現すること」

・世界の温室効果ガスを大幅に減らす国際的なしく

みをつくる

・日本での持続可能な低炭素社会・経済に向けたし

くみをつくる

・化石燃料や原子力に依存しないエネルギーシステ

ムに変える

・市民のネットワークと協働による低炭素地域づく

りを進める

・情報公開と市民参加による気候政策決定プロセス

をつくる

ご支援ください
　気候ネットワークは多くの方々のご参加・ご支援

によって支えられています。 以下のように、ご参加・

ご支援の方法は様々です。 ぜひご協力をお願いし

ます。

(1) 会員としてご参加ください
　気候ネットワークは多くの個人・団体会員の方に

支えられています。ぜひご入会ください。入会いた

だいた方には、ニュースレター送付、書籍割引販売、

イベント参加費割引等の特典があります。

個人 団体
正会員 5,000 円 5,000 円

賛助会員 5,000 円 5,000 円
学生会員 2,000 円

(2) ご寄付をお願いします
　社会を変えるには、市民の声と意思あるお金、こ

の両方が必要です。

　気候ネットワークは、新 NPO 法に基づき 2012

年 11 月 28 日に認定 NPO 法人となりました。認定

NPO 法人に寄付をして確定申告なさると寄付金特

別控除が受けられます。

　寄付金は地球温暖化防止のために有効に活用させ

ていただきます。

【振込先】

　＜寄付専用口座＞
　三菱東京 UFJ 銀行　京都支店　普通預金
　口座番号　3325635
　口座名　特定非営利活動法人気候ネットワーク

　＜郵便振替口座＞
　口座番号：00940-6-79694
　加入者名：気候ネットワーク

気候ネットワークについて



　この冊子は平成 24 年度独立行政法人環境再生保全機構「地球環境基金」の助成を受けて作成しています。

特定非営利活動法人　気候ネットワーク　　発行：2013 年 3月

京都事務所　〒 604-8124  京都市中京区帯屋町 574 高倉ビル 305　　　　
TEL:075-254-1011　FAX:075-254-1012　E-mail:kyoto@kikonet.org　　　   

東京事務所　〒 102-0083  東京都千代田区一番町 9-7 一番町村上ビル 6F 
TEL:03-3263-9210　FAX:03-3263-9463　E-mail:tokyo@kikonet.org 

URL:http://www.kikonet.org


